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新冠町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 
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新冠町         

新冠町議会       
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新冠町農業委員会    

 

 新冠町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」とい

う。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以

下「法」という。）第１９条に基づき、新冠町、新冠町議会、新冠町教育委員会、新冠町農

業委員会が策定する特定事業主行動計画です。 

 

１．目 的  

 平成２７年８月に法が制定され、男女共同参画社会基本法の理念にのっとり、基本方針及

び事業主の行動計画の策定、支援措置等について定めることとされました。 

これにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権

が尊重され、かつ急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変

化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的としています。 

新冠町では、法第７条第１項の規定に基づく「事業主行動計画策定方針」に掲げられた基

本的視点を踏まえ、特定事業主の立場として、女性が働きやすく、その個性と能力を十分に

発揮できるよう、現状を把握・分析し、数値目標を定め取り組みを推進します。 

 

２．計画期間  

 本計画の期間は、令和３年１０月１日から令和８年３月３１日までの５年間とし、実施状

況について年度ごとに把握・公表します。 

 

３．女性職運に活躍の推進に向けた体制整備等  

 本町では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、本計画の策定・変更、本

計画に基づく取り組みの実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行う

こととする。 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標  

（１）女性職員の活躍に関する状況 

   法第１９条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特

定事業主行動計画の策定に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号）第２条に基づ 



 

き把握すべき項目の数値を確認し、改善が必要な事情について分析を行いました。 

   なお、この数値は、町長部局、議会事務局、教育委員会事務局、農業委員会事務局に

おいて、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を全部局で把握した

ものです。 

 

【Ｉ．採用関係】 

①採用した職員に占める女性の割合（令和６年４月１日現在）         単位：人 

区 分 
Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 合計 

受験者 採用者 受験者 採用者 受験者 採用者 受験者 採用者 

一般事務職 
男         

女         

技術職 
男   1    1  

女         

福祉職 
男     1  1  

女   4 4 2 2 6 6 

医療職 
男     1 1 1 1 

女 3 3 2 2 1 1 6 6 

介護職 
男         

女         

合計 
男   1  2 1 3 1 

女 3 3 6 6 3 3 12 12 

女性割合（％） 100.0 100.0 85.7 100.0 60.0 75.0 80.0 92.3 

 

②全職員に占める女性職員の割合（令和６年４月１日現在） 

区 分 全職員数（人） うち女性（人） 女性職員比率（％） 

計 166 69 41.6 

 

（分析結果） 

 本町の全職員に占める女性の割合は４１.６％と横ばい傾向ですが、直近３年間の採用者 

に占める女性割合は９０％を超えており、非常に高い水準となっています。 

今後この状況を維持するためには、公務に期待される能力を有する優秀な女性を幅広く採

用できるよう、採用試験の女性受験者の拡大に向けた積極的な広報活動が必要となります。 

多様な人材を確保するためにも、結婚や育児等を理由に中途退職した女性が、再度公務に

おいて活躍できる取り組みを進めることが重要と考えています。 

 



 

【Ⅱ．配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係】 

①管理職等に占める女性職員の割合（令和６年４月１日現在） 

区 分 
総数 

（人） 

うち女性

（人） 

女性比率

（％） 

うち一般行政職 

総数（人） うち女性

（人） 

女性比率

（％） 

町長部局課長級 14 1 7.1% 11 0 0.0% 

教育委員会課長級 2 0 0.0% 2 0 0.0% 

議会事務局課長級 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

農業委員会課長級 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

課長職級計(A） 18 1 5.6% 15 0 0.0% 

町長部局補佐級 17 2 11.8% 16 1 6.3% 

教育委員会補佐級 6 2 33.3% 5 1 20.0% 

議会事務局補佐級 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

農業委員会補佐級 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

課長補佐級計(B) 25 4 16.0% 23 2 8.7% 

管理職計(A+B) 43 5 11.6% 38 2 5.3% 

町長部局係長級 47 9 19.1% 36 1 2.8% 

教育委員会係長級 21 12 57.1% 11 2 18.2% 

議会事務局係長級 0 0 0.0% 0 0 0.0% 

農業委員会係長級 0 0 0.0% 0 0 0.0% 

係長級計(C) 68 21 30.9% 47 3 6.4% 

合計(A+B+C) 111 26 23.4% 85 5 5.9% 

 

（分析結果） 

 本町における管理的地位にある職員に占める女性比率は 11.6％となっており決して高く

ありません。 

 係長級で 30.9％となっており、管理的地位にある職員の女性割合を高めるためには、よ

り下位クラスの人材プールを計画的に形成することが求められます。 

 多様な職務機会の付与や能力・意欲向上のための研修に参加させるなど、女性職員の計画

的な育成やキャリア形成を支援するほか、仕事と育児の両立支援を並行して行うことが重要

であると考えます。 

 

 

 

 

 



 

【Ⅲ．男女の給与の差異】（令和５年度実績） 

①全職員に係る情報 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員  88.0 ％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 100.9 ％ 

全 職 員  88.2 ％ 

 

②役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

課長級  96.7 ％ 

課長補佐級  94.6 ％ 

係長級 100.2 ％ 

 

③勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上 ― 

３１～３５年  94.0 ％ 

２６～３０年  93.7 ％ 

２１～２５年  85.4 ％ 

１６～２０年  101.8 ％ 

１１～１５年  94.2 ％ 

６～１０年 114.2 ％ 

 １～ ５年 116.8 ％ 

 ※勤続年数３６年以上の女性職員がいない。 

 

（分析結果） 

 本町における職員の給与の男女の差異は、管理職において、また勤続年数が長い場合にお

いて差が生じている現状ですが、男女差は１割程度であり良好な数値と言えます。 

管理職に占める女性が少ないことから、役職区分内における女性職員の年齢や勤続年数の

偏り（年齢が若く、勤続年数が短い）により、数値に影響が出やすくなっております。 

また男性職員のほうが扶養手当、住居手当等を受ける割合が多いほか、時間外勤務の実績

も男性職員が多く、差が生じる要因と考えられます。 

女性職員が離職することなく勤務を継続できるよう、多様な働き方の支援や計画的なキャ

リア育成により長期的な取り組みが求められます。 



 

【Ⅳ．長時間勤務関係】 

①職員の各月ごとの平均超過勤務時間及び超過勤務の上限を超えた職員数（令和５年度実績） 

区 分 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

一人当たりの 

超勤時間（ｈ） 
7.61 7.03 6.40 9.49 4.36 5.63 9.45 7.71 4.19 3.91 6.18 6.66 

超勤上限を超えた 

職員数（人） 
1 2  7   2    2 2 

※超過勤務の上限はひと月あたり４５時間です。 

※年間超過勤務上限（３６０時間）を超えた職員は１人です。 

 

②年次休暇の平均取得時間（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日の実績） 

全職員 うち男性職員 うち女性職員 

１１日と５時間 １１日 １２日と５時間 

 

（分析結果） 

 本町における職員一人あたりの各月ごとの超過勤務時間は表のとおりで、７月が最も多く

9.49 時間となっています。 

年間で平均すると、ひと月あたり 6.55 時間となり、それ程多くはない状況ですが、職員

間に偏りがみられることから、人員の配置や機構の見直しは随時行う必要があります。 

また年次休暇の全職員における平均取得状況は、１１日と５時間となっており、増加傾向

にあります。 

長時間勤務は、その職場における女性職員の活躍に大きな障壁となるだけでなく、男性職

員の家事・育児・介護等の分担を困難にします。男女を通じて長時間勤務を是正し、限られ

た時間の中で集中的・効率的に業務を行うことが可能となるよう職場環境を見直していくこ

とが重要です。 

 

【Ⅴ．就業継続及び仕事と家庭の両立関係】 

①男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（令和５年度実績） 

区分 対象者（人） 取得者（人） 取得率 平均取得日数 

男 2 1 50.0％  19 日 

女 3 3 100.0％ 214 日 

 

① 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数（令和５

年度実績） 

対象者

（人） 

配偶者出産休暇 育児参加のための休暇 

取得者(人） 取得率 平均取得日数 取得者(人） 取得率 平均取得日数 

2 2 100.0% 2 日 - - - 



 

③平均継続勤務年数の男女の差異（令和６年４月１日現在） 

全職員 うち男性職員 うち女性職員 

１６年５カ月 ２０年３カ月 １１年２カ月 

 

④１０年前に採用した職員の継続任用割合（平成２６年度採用者）      ※単位：人 

区分 
全職員 うち男性職員 うち女性職員 

採用者 退職者 継続率 採用者 退職者 継続率 採用者 退職者 継続率 

一般事務職 2  100.0% 2  100.0%   % 

技術職 1  100.0% 1  100.0%   % 

福祉職 2 1 50.0% 1 1 0.0% 1  100.0% 

医療職 5 3 40.0% 2 2 0.0% 3 1 66.7% 

介護職   %   %   % 

全 体 10 4 60.0% 6 3 50.0% 4 1 75.0% 

 

⑤セクシュアル・ハラスメント等対策の整備状況 

 本町では、令和２年度に新冠町職員のハラスメント防止等に関する要綱を定め、セクシュ

アル・ハラスメントのみならず、各種ハラスメントの防止について取り組んでおります。 

 今後も各種研修会を実施するなど、職員への周知徹底を進めることとしています。 

 

（分析） 

 女性職員の育児休業取得率が 100.0％に対し、男性職員の取得率は 50.0%に留まります。 

 また、配偶者出産休暇取得率が 100.0％に対して、育児参加のための休暇は取得されてお

りません。 

 継続勤務年数を見ると、男性職員の２０年３カ月に対し、女性職員は１１年２カ月と大き

な差が生じており、女性が継続して働くことができる多様な働き方の支援や、男性の家庭生

活への関わりを推進するため、制度の周知徹底と取得しやすい職場風土の醸成が重要である

と考えます。 

  

（２）女性職員の活躍に向けた数値目標 

【Ｉ．採用関係】 

全職員に占める女性職員の割合 ３５％以上を維持する。 

 

【Ⅱ．配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係】 

係長相当職以上にある女性職員の割合 ２０％以上を維持する。 

 

【Ⅲ．男女の給与の差異】 

 全職員における男女の給与の差異 ９０％以上とする。 



 

【Ⅳ．長時間勤務関係】 

年次有給休暇の平均取得時間 １２日以上にする 

 

【Ⅴ．就業継続及び仕事と家庭の両立関係】 

男性職員の育児休業取得率  ５％以上とする 

 

（３）女性職員の活躍の推進に向けた数値目標を達成するための取り組み 

 女性職員が活躍できる職場を作るためには、男女双方の働き方を改革し、ワーク・ライフ

バランスの実現が不可欠となります。 

 時間あたりの生産性を高めることで長時間勤務を是正するほか、育児休業制度、産前産後

休暇、年次有給休暇等の制度周知を徹底し、積極的に取得できる職場風土の醸成を図ること

で、育児・家事・介護等の家庭責任における男女双方の関わりを推進し、それぞれのキャリ

ア形成に差異が生じない体制を構築するため、次に掲げる取り組みを実施します。 

 

①人材プールを念頭に置いた人材育成を図るため、女性職員に対し、外部研修等への積極的

な参加勧奨を行います。 

 

②時間あたりの生産性を重視した人事評価を実施します。 

 

③年次有給休暇の積極的な取得と、週１回以上の定時退庁を奨励します。 

 

④育児休業制度、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇に係る制度の周知徹底を図りま

す。 

 

⑤仕事と家庭の両立支援を推進するための各種制度の利用及び、職員が働きながら不妊治療

を受けられる職場環境の醸成に努めます。 


